
損益計算書の注記（令和6年3月期）科　目 令和5年３月期 令和6年３月期
経 常 収 益
資金運用収益
貸出金利息
預け金利息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益

その他業務収益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益

その他経常収益
償却債権取立益
株式等売却益
その他の経常収益

経 常 費 用
資金調達費用
預金利息
給付補塡備金繰入額
その他の支払利息

役務取引等費用
支払為替手数料
その他の役務費用

その他業務費用
国債等債券売却損
国債等債券償還損

経費
人件費
物件費
税金

その他経常費用
貸倒引当金繰入額
貸出金償却
株式等売却損
その他の経常費用

経 常 利 益
特 別 利 益
固定資産処分益
特 別 損 失
固定資産処分損
税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ）
土地再評価差額金取崩額
当 期 未 処 分 剰 余 金

35,310
28,317
25,567
402
2,295
52

1,407
157
1,250
178
175
0
1

5,406
1,722
2,443
1,240
19,266
5,273
5,270

1
1
69
34
35
356
 - 

356
8,682
4,803
3,205
673
4,885
2,432
1,426
132
894

16,043
428
 373 
0
0

16,471
5,570
△ 974
4,596
11,874
60,905
662

73,442

（単位：百万円）
令和２年3月期 令和３年3月期 令和4年3月期 令和5年3月期 令和6年3月期

経 常 収 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益
出 資 総 額
出 資 総 口 数 　 　
純 資 産 額
総 資 産 額
預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
自 己 資 本 比 率 　 　
出 資 に 対 す る 配 当 金
役 員 数 　
うち 常 勤 役 員 数 　 　
職 員 数 　
会 員 数 　

35,310
16,043
11,874
3,973
79,474
123,897
1,811,823
1,673,720
686,803
268,049
14.08
158
14
10
607
9,401

（単位：百万円）

1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．出資1口当たりの当期純利益金額 149円44銭
3．当事業年度における顧客との契約から生じる収益は1,407,806千円
であります。
4．収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記におい
て、重要な会計方針とあわせて注記しております。

（千口）

令和５年3月期 令和6年3月期
資 金 運 用 収 支
資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用
役 務 取 引 等 収 支
役 務 取 引 等 収 益
役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 の 業 務 収 支
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 業 務 費 用
業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率

23,044
28,317
5,273
1,338
1,407
69

△ 178
178
356

24,204
1.38%

（単位：百万円）

（人）
（人）
（人）
（人）

（%）

31,077
12,272
8,763
3,911
78,228
73,942

1,454,659
1,369,941
605,284
367,195
10.34
154
15
12
539

10,625

35,516
13,021
9,485
3,934
78,699
93,315

1,568,010
1,463,075
676,230
407,717
10.79
155
15
12
561

10,447

34,868
14,134
10,197
3,962
79,257
98,731

1,692,541
1,582,185
704,989
441,230
11.19
235
15
12
578
9,859

33,823
10,657
7,888
3,986
79,726
104,004
1,764,955
1,650,480
707,033
299,213
12.19
158
15
12
584
9,634

主要な経営指標の推移

業務粗利益

33,823
29,214
24,661
347
4,149
55

1,247
159
1,088
1,002
980
19
1

2,358
459
990
908

23,165
5,102
5,099

1
1
69
34
34

5,702
5,641
60

8,493
4,838
3,100
553
3,798
1,063
1,746
381
606

10,657
205
 205 
37
37

10,825
2,615
321
2,937
7,888
58,200

 - 
66,088

24,111
29,214
5,102
1,178
1,247
69

△ 4,699
1,002
5,702
20,590
1.21%

（注）業務粗利益率（%）＝ 業務粗利益
資金運用勘定平均残高

×100

（注）１．業務純益＝業務収益－業務費用
業務費用には、例えば人件費のうちの役員賞与等のような臨時的な経費等を含まないこととしています。
また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（または取崩額）を含みます。

２．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたものです。

３．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益
国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

令和５年3月期 令和6年3月期
業 務 純 益
実 質 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く。）

15,644
15,610
15,790

16,663

（単位：百万円）
業務純益

12,330
12,195
16,896

16,533

損益計算書資料編資料編

会計監査

財務諸表の適正性等の確認

　令和6年6月17日開催の第102回通常総代会で報告を行った貸借対
照表、損益計算書及び承認を得た剰余金処分計算書は、信用金庫法第
38条の２第3項の規定に基づき、有限責任監査法人トーマツの監査を受
けております。

令和6年6月17日

大阪厚生信用金庫

理事長　

　令和6年3月期における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分
計算書（以下「財務諸表」という。）の適正性、及び財務諸表作成に係る
内部監査の有効性を確認しております。

剰余金処分計算書

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　目 令和5年３月期 令和6年３月期
当 期 未 処 分 剰 余 金
積 立 金 取 崩 額

利益準備金限度超過取崩額
剰 余 金 処 分 額

利益準備金
普通出資に対する配当金

特別積立金
繰 越 金（ 当 期 末 残 高 ）

73,442
 12 
 12 

5,158
 - 

158
（年4.0%）

5,000
68,296

（単位：百万円）

66,088
 - 
 - 

5,182
 23 
158

（年4.0%）
5,000
60,905

大出 重光
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令和5年3月期 令和6年3月期
平均残高 構成比 平均残高

127
65,357
633,715
2,811

702,010

構成比
0.0
9.3
90.3
0.4

100.0

（単位：百万円、％）

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

合　　　計

貸出金平均残高

486
66,574
636,898
2,883

706,842

0.1
9.4
90.1
0.4

100.0

貸出金残高
令和5年3月期 令和6年3月期

貸 出 金
固 定 金 利
変 動 金 利

686,803
77,041
609,762

（単位：百万円）

707,033
89,340
617,693

令和5年3月期 令和6年3月期
貸出金の担保別内訳

残　高 構成比 残　高
30,850
2,812

427,883
4,386

465,933
4,959

215,470
440

686,803

構成比
4.5
0.4
62.3
0.6
67.8
0.7
31.4
0.1

100.0

（単位：百万円、％）

当 金 庫 預 金 積 金
有 価 証 券
不 動 産
そ の 他

小　　　計
信用保証協会・信用保険
保 証
信 用

合　　　計

36,746
2,812

446,770
4,061

490,391
6,009

210,008
624

707,033

5.2
0.4
63.2
0.6
69.4
0.8
29.7
0.1

100.0

令和5年3月期 令和6年3月期
債務保証見返の担保別内訳

残　高 構成比 残　高
3

151
154
 - 

154

構成比
1.9
98.1
100.0

 - 
100.0

（単位：百万円、％）

当 金 庫 預 金 積 金
不 動 産

小　　　計
信用保証協会・信用保険

合　　　計

3
160
163
4

167

1.8
95.8
97.6
2.4

100.0

令和5年3月期 令和6年3月期
貸出金使途別残高

残　高 構成比 残　高
512,697
174,105
686,803

構成比
74.6
25.4
100.0

（単位：百万円、％）

設 備 資 金
運 転 資 金

合　　　計

506,743
200,290
707,033

71.7
28.3
100.0

（注） 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和5年3月期 3,573百万円、令和6年3月期 3,616百万円）をそれぞれ控除して表示しております。

平均残高
令和5年3月期 令和6年3月期

資 金 運 用 勘 定
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券
う ち 買 入 金 銭 債 権
資 金 調 達 勘 定
う ち 預 金 積 金

1,758,616
702,010
770,420
282,931
1,011

1,666,947
1,666,636

利　息
令和5年3月期 令和6年3月期

28,317
25,567
402
2,295

3
5,273
5,271

利回り
令和5年3月期 令和6年3月期

1.61
3.64
0.05
0.81
0.31
0.31
0.31

（単位：百万円、％）資金運用収支の内訳

1,706,454
706,842
611,058
384,335
1,994

1,627,165
1,626,854

29,214
24,661
347
4,149

6
5,102
5,101

1.71
3.48
0.05
1.07
0.31
0.31
0.31

令和5年3月期 令和6年3月期
定 期 預 金
固 定 金 利
変 動 金 利

1,520,561
1,520,561

 - 

（単位：百万円）定期預金残高

1,514,902
1,514,902

 - 

（注） 総資産経常（当期純）利益率＝ ×100
経常（当期純）利益

 総資産（債務保証見返除く）平均残高

令和5年3月期 令和6年3月期
総 資 産 経 常 利 益 率
総 資 産 当 期 純 利 益 率

0.89
0.66

（単位：％）利益率

0.61
0.45

令和5年3月期 令和6年3月期

（注） 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減要因に含める方法により表示しております。

受取・支払利息の増減

残高による増減 利率による増減
受 取 利 息 合 計
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券
う ち 買 入 金 銭 債 権

支 払 利 息 合 計
う ち 預 金 積 金

純増減 残高による増減
839

△ 175
83

△ 822
△ 3
125
125

利率による増減 純増減
△ 1,736
1,081
△ 28

△ 1,031
0
45
45

△ 896
905
54

△ 1,854
△ 3
170
170

（単位：百万円）

1,852
219
78

△ 381
△ 3
319
319

△ 1,471
108
△ 35
394
0
35
35

380
327
43
12
△ 2
355
354

令和5年3月期 令和6年3月期
資 金 運 用 利 回 り
資 金 調 達 原 価 率
総 資 金 利 鞘

1.61
0.83
0.78

（単位：％）利鞘

1.71
0.82
0.89

令和5年3月期 令和6年3月期
預金積金平均残高

平均残高 構成比 平均残高
140,965
1,525,671
1,666,636

構成比
8.5
91.5
100.0

（単位：百万円、％）

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
預 金 合 計

132,940
1,493,914
1,626,854

8.2
91.8
100.0

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金＋別段預金＋納税準備預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金
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令和5年3月期 令和6年3月期
平均残高 構成比 平均残高

127
65,357
633,715
2,811

702,010

構成比
0.0
9.3
90.3
0.4

100.0

（単位：百万円、％）

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

合　　　計

貸出金平均残高

486
66,574
636,898
2,883

706,842

0.1
9.4
90.1
0.4

100.0

貸出金残高
令和5年3月期 令和6年3月期

貸 出 金
固 定 金 利
変 動 金 利

686,803
77,041
609,762

（単位：百万円）

707,033
89,340
617,693

令和5年3月期 令和6年3月期
貸出金の担保別内訳

残　高 構成比 残　高
30,850
2,812

427,883
4,386

465,933
4,959

215,470
440

686,803

構成比
4.5
0.4
62.3
0.6
67.8
0.7
31.4
0.1

100.0

（単位：百万円、％）

当 金 庫 預 金 積 金
有 価 証 券
不 動 産
そ の 他

小　　　計
信用保証協会・信用保険
保 証
信 用

合　　　計

36,746
2,812

446,770
4,061

490,391
6,009

210,008
624

707,033

5.2
0.4
63.2
0.6
69.4
0.8
29.7
0.1

100.0

令和5年3月期 令和6年3月期
債務保証見返の担保別内訳

残　高 構成比 残　高
3

151
154
 - 

154

構成比
1.9
98.1
100.0

 - 
100.0

（単位：百万円、％）

当 金 庫 預 金 積 金
不 動 産

小　　　計
信用保証協会・信用保険

合　　　計

3
160
163
4

167

1.8
95.8
97.6
2.4

100.0

令和5年3月期 令和6年3月期
貸出金使途別残高

残　高 構成比 残　高
512,697
174,105
686,803

構成比
74.6
25.4
100.0

（単位：百万円、％）

設 備 資 金
運 転 資 金

合　　　計

506,743
200,290
707,033

71.7
28.3
100.0

（注） 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和5年3月期 3,573百万円、令和6年3月期 3,616百万円）をそれぞれ控除して表示しております。

平均残高
令和5年3月期 令和6年3月期

資 金 運 用 勘 定
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券
う ち 買 入 金 銭 債 権
資 金 調 達 勘 定
う ち 預 金 積 金

1,758,616
702,010
770,420
282,931
1,011

1,666,947
1,666,636

利　息
令和5年3月期 令和6年3月期

28,317
25,567
402
2,295

3
5,273
5,271

利回り
令和5年3月期 令和6年3月期

1.61
3.64
0.05
0.81
0.31
0.31
0.31

（単位：百万円、％）資金運用収支の内訳

1,706,454
706,842
611,058
384,335
1,994

1,627,165
1,626,854

29,214
24,661
347
4,149

6
5,102
5,101

1.71
3.48
0.05
1.07
0.31
0.31
0.31

令和5年3月期 令和6年3月期
定 期 預 金
固 定 金 利
変 動 金 利

1,520,561
1,520,561

 - 

（単位：百万円）定期預金残高

1,514,902
1,514,902

 - 

（注） 総資産経常（当期純）利益率＝ ×100
経常（当期純）利益

 総資産（債務保証見返除く）平均残高

令和5年3月期 令和6年3月期
総 資 産 経 常 利 益 率
総 資 産 当 期 純 利 益 率

0.89
0.66

（単位：％）利益率

0.61
0.45

令和5年3月期 令和6年3月期

（注） 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、残高による増減要因に含める方法により表示しております。

受取・支払利息の増減

残高による増減 利率による増減
受 取 利 息 合 計
う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券
う ち 買 入 金 銭 債 権

支 払 利 息 合 計
う ち 預 金 積 金

純増減 残高による増減
839

△ 175
83

△ 822
△ 3
125
125

利率による増減 純増減
△ 1,736
1,081
△ 28

△ 1,031
0
45
45

△ 896
905
54

△ 1,854
△ 3
170
170

（単位：百万円）

1,852
219
78

△ 381
△ 3
319
319

△ 1,471
108
△ 35
394
0
35
35

380
327
43
12
△ 2
355
354

令和5年3月期 令和6年3月期
資 金 運 用 利 回 り
資 金 調 達 原 価 率
総 資 金 利 鞘

1.61
0.83
0.78

（単位：％）利鞘

1.71
0.82
0.89

令和5年3月期 令和6年3月期
預金積金平均残高

平均残高 構成比 平均残高
140,965
1,525,671
1,666,636

構成比
8.5
91.5
100.0

（単位：百万円、％）

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金
預 金 合 計

132,940
1,493,914
1,626,854

8.2
91.8
100.0

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金＋別段預金＋納税準備預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金
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有価証券の残存期間別残高
1年以内

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

 - 
 5,522 
 15,843 

 - 
 11,001 
 32,367 

10年超

 - 
 - 
 - 
 - 

 2,000 
 2,000 

合計

 6,047 
 39,488 
 72,539 
 12,358 
 168,779 
 299,213 

1年超
３年以内
 5,048 
 6,554 
 27,852 

 - 
19,247
 58,703 

３年超
5年以内

 - 
 12,512 
 14,460 

 - 
 19,037 
 46,009 

5年超
7年以内

 998 
 14,900 
 8,904 

 - 
 23,586 
 48,389 

7年超
10年以内

 - 
 - 

 5,478 
 - 

 2,893 
 8,372 

期限の定め
のないもの

 - 
 - 
 - 

 12,358 
 91,012 
 103,371 

（単位：百万円）

令和5年3月期

1年以内

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

 3,006 
 3,003 
 12,157 

 - 
 16,455 
 34,622 

10年超

 - 
 - 
 - 
 - 

 2,000 
 2,000 

合計

 6,005 
 33,777 
 57,248 
 15,334 
 155,682 
 268,049 

1年超
３年以内
 2,008 
 9,487 
 24,191 

 - 
 24,242 
 59,929 

３年超
5年以内

 990 
 16,881 
 7,561 

 - 
 19,725 
 45,159 

5年超
7年以内

 - 
 4,405 
 9,774 

 - 
 18,211 
 32,391 

7年超
10年以内

 - 
 - 

 3,563 
 - 

 1,633 
 5,197 

期限の定め
のないもの

 - 
 - 
 - 

 15,334 
 73,413 
 88,748 

（注） 預証率＝ ×100
有価証券
預金積金

預証率
令和5年3月期 令和6年3月期

期 末 預 証 率
期 中 平 均 預 証 率

16.01
16.97

（単位：％）

18.12
23.62

令和6年3月期

（注）　預貸率＝ ×100
貸出金
預金積金

預貸率
令和5年3月期 令和6年3月期

期 末 預 貸 率
期 中 平 均 預 貸 率

41.03
42.12

（単位：％）

令和5年3月期 令和6年3月期
有価証券平均残高

平均残高 構成比 平均残高
5,994
37,100
66,472
10,942
162,421
282,931

構成比
2.1
13.1
23.5
3.9
57.4
100.0

（単位：百万円、％）

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

42.83
43.44

43,281
72,355
74,729
12,181
181,787
384,335

11.3
18.8
19.4
3.2
47.3
100.0

（注） 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

令和5年3月期 令和6年3月期
貸出金業種別内訳

残　高 構成比 残　高
4,023
42,425
14,977

4
946

17,327
59,149
400,547

156
20

27,548
3,144
76,346
462

14,001
24,483
685,564

0
1,239

686,803

構成比
0.6
6.2
2.2
0.0
0.1
2.5
8.6
58.3
0.0
0.0
4.0
0.5
11.1
0.1
2.0
3.6
99.8
0.0
0.2

100.0

（単位：百万円、％）

製 造 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス

小　　　計
地 方 公 共 団 体
個 人

合　　　計

5,322
44,178
19,136
1,933
1,293
18,979
56,146
388,874

171
25

30,132
3,153
82,316
477

12,707
40,511
705,361

275
1,396

707,033

0.8
6.2
2.8
0.3
0.2
2.7
7.9
55.0
0.0
0.0
4.3
0.4
11.6
0.1
1.8
5.7
99.8
0.0
0.2

100.0

令和5年3月期 令和6年3月期
消費者ローンおよび住宅ローン残高

残　高 構成比 残　高
414
824
1,239

構成比
33.4
66.6
100.0

（単位：百万円、％）

消 費 者 ロ ー ン 残 高
住 宅 ロ ー ン 残 高

合　　　計

456
940
1,396

32.7
67.3
100.0
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有価証券の残存期間別残高
1年以内

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

 - 
 5,522 
 15,843 

 - 
 11,001 
 32,367 

10年超

 - 
 - 
 - 
 - 

 2,000 
 2,000 

合計

 6,047 
 39,488 
 72,539 
 12,358 
 168,779 
 299,213 

1年超
３年以内
 5,048 
 6,554 
 27,852 

 - 
19,247
 58,703 

３年超
5年以内

 - 
 12,512 
 14,460 

 - 
 19,037 
 46,009 

5年超
7年以内

 998 
 14,900 
 8,904 

 - 
 23,586 
 48,389 

7年超
10年以内

 - 
 - 

 5,478 
 - 

 2,893 
 8,372 

期限の定め
のないもの

 - 
 - 
 - 

 12,358 
 91,012 
 103,371 

（単位：百万円）

令和5年3月期

1年以内

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

 3,006 
 3,003 
 12,157 

 - 
 16,455 
 34,622 

10年超

 - 
 - 
 - 
 - 

 2,000 
 2,000 

合計

 6,005 
 33,777 
 57,248 
 15,334 
 155,682 
 268,049 

1年超
３年以内
 2,008 
 9,487 
 24,191 

 - 
 24,242 
 59,929 

３年超
5年以内

 990 
 16,881 
 7,561 

 - 
 19,725 
 45,159 

5年超
7年以内

 - 
 4,405 
 9,774 

 - 
 18,211 
 32,391 

7年超
10年以内

 - 
 - 

 3,563 
 - 

 1,633 
 5,197 

期限の定め
のないもの

 - 
 - 
 - 

 15,334 
 73,413 
 88,748 

（注） 預証率＝ ×100
有価証券
預金積金

預証率
令和5年3月期 令和6年3月期

期 末 預 証 率
期 中 平 均 預 証 率

16.01
16.97

（単位：％）

18.12
23.62

令和6年3月期

（注）　預貸率＝ ×100
貸出金
預金積金

預貸率
令和5年3月期 令和6年3月期

期 末 預 貸 率
期 中 平 均 預 貸 率

41.03
42.12

（単位：％）

令和5年3月期 令和6年3月期
有価証券平均残高

平均残高 構成比 平均残高
5,994
37,100
66,472
10,942
162,421
282,931

構成比
2.1
13.1
23.5
3.9
57.4
100.0

（単位：百万円、％）

国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

合　　　計

42.83
43.44

43,281
72,355
74,729
12,181
181,787
384,335

11.3
18.8
19.4
3.2
47.3
100.0

（注） 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

令和5年3月期 令和6年3月期
貸出金業種別内訳

残　高 構成比 残　高
4,023
42,425
14,977

4
946

17,327
59,149
400,547

156
20

27,548
3,144
76,346
462

14,001
24,483
685,564

0
1,239

686,803

構成比
0.6
6.2
2.2
0.0
0.1
2.5
8.6
58.3
0.0
0.0
4.0
0.5
11.1
0.1
2.0
3.6
99.8
0.0
0.2

100.0

（単位：百万円、％）

製 造 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス

小　　　計
地 方 公 共 団 体
個 人

合　　　計

5,322
44,178
19,136
1,933
1,293
18,979
56,146
388,874

171
25

30,132
3,153
82,316
477

12,707
40,511
705,361

275
1,396

707,033

0.8
6.2
2.8
0.3
0.2
2.7
7.9
55.0
0.0
0.0
4.3
0.4
11.6
0.1
1.8
5.7
99.8
0.0
0.2

100.0

令和5年3月期 令和6年3月期
消費者ローンおよび住宅ローン残高

残　高 構成比 残　高
414
824
1,239

構成比
33.4
66.6
100.0

（単位：百万円、％）

消 費 者 ロ ー ン 残 高
住 宅 ロ ー ン 残 高

合　　　計

456
940
1,396

32.7
67.3
100.0
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有価証券の時価情報
1.売買目的有価証券

令和5年3月期種　類 令和6年3月期
時　価貸借対照表計上額 差　額 差　額貸借対照表計上額 時　価

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

 - 
11,552
11,552
1,980
56,168
58,148
69,700

 - 
11,500
11,500
2,000
57,600
59,600
71,100

 - 
52
52

△ 20
△ 1,431
△ 1,451
△ 1,399

 - 
16,985
16,985

 - 
53,000
53,000
69,985

 - 
17,042
17,042

 - 
51,967
51,967
69,010

 - 
56
56
 - 

△ 1,032
△ 1,032
△ 975

（単位：百万円）

１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券です。

（注）

社債
その他
小　計
社債
その他
小　計

合　計

２．満期保有目的の債券

令和5年3月期種　類 令和6年3月期
取得原価貸借対照表計上額 差　額 差　額貸借対照表計上額 取得原価

貸借対照表計上額
が 取 得 原 価 を
超 え る も の

貸借対照表計上額
が 取 得 原 価 を
超 え な い も の

6,705
48,585
5,994
23,000
19,590
16,362
71,653
4,970
67,915

 - 
16,496
51,418
79,957
152,843
224,496

7,851
48,754
6,047
23,093
19,613
17,396
74,001
4,443
67,321

 - 
16,395
50,926
73,916
145,681
219,683

1,145
168
52
93
22

1,033
2,347
△ 527
△ 593

 - 
△ 101
△ 492
△ 6,040
△ 7,161
△ 4,813

14,566
14,027
5,015
5,514
3,498
36,222
64,817
704

83,004
990

28,263
53,750
42,196
125,904
190,721

10,055
13,992
4,998
5,499
3,493
30,056
54,103
770

83,777
998

28,497
54,281
45,471
130,019
184,123

4,511
35
17
14
4

6,166
10,713
△ 66
△ 773
△ 7

△ 234
△ 531
△ 3,275
△ 4,115
6,598

（単位：百万円）

１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
３．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

（注）

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　計

合　計

３．その他有価証券

該当ありません。

令和5年3月期種　類 令和6年3月期
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

63
7,277
7,341

（単位：百万円）

非 上 場 株 式
組 合 出 資 金

合　計

63
8,366
8,430

４．市場価格のない株式等及び組合出資金

金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。時価の算
定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定におけ
る優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
【主な分類商品】上場株式、国債等の、取引市場に上場されている商品等で、取引量が活発なものを分類しております。

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
【主な分類商品】地方債、社債（上場企業等）、市場における取引価格が存在せず、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対
価を求められるほどの重要な制限がなく、基準価額を時価とする投資信託、非上場であっても市場金利による割引等で時価を算定可能な商
品や、取引市場に上場されているものの取引量が活発ではない商品、観察できないインプットによる影響が一定以下の商品などを分類して
おります。

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
【主な分類商品】ユーロ円債等の、流動性が低いものや、信用スプレッドの重要性が高いものなど、算定にあたって用いる前提によって、
時価が変動しやすい商品や、観察できないインプットによる影響が一定超の商品などを分類しております。

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
　当金庫では、時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債のうち、預け金、貸出金、預金積金については、「金融商品
の時価等に関する事項」の注記において、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を使用しているため、時価のレベルごとの内訳
の開示の対象としておりません。
　また、上記以外の時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債についても重要性が乏しいため、時価のレベルごとの内
訳の開示を省略しております。
（注）１．　当金庫では、原則「金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項」に関して、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（第5-2項）を基に、当金庫の内部管理上のレベル情報を記載しております。
　　　２．　本開示事項は会計監査の対象外となります。したがって、記載内容はあくまで内部管理に基づく定義・分類方法等によるもの

です。

（単位：百万円）令和6年3月期

※１．有価証券には、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和3年6月17日）第24-9項の基準価額
を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれておりません。第24-9項の取扱いを適用した投資信託の貸借対照表計上額は、
10,701百万円であります。

※２．デリバティブ取引は該当ございません。
※３．重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

レベル１ レベル2 合　計レベル3
時　価区　　分

有価証券
（その他保有）

有価証券
（満期保有）

金融資産計

6,005
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

 33,111 
1,374
15,270

 - 

55,763

 - 
33,777
57,248
1,873
34,859
20,514

 - 
 28,225 

 - 
 - 

1,997

121,248

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

5,005
 - 
 - 
 - 

67,013

72,018

6,005
33,777
57,248
1,873
34,859
20,514
5,005
61,337
1,374
15,270

69,010

249,030

国債
地方債
社債
　　政保債
　　金融債
　　その他社債
外国証券
投資信託
その他の証券
株式

外国証券
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有価証券の時価情報
1.売買目的有価証券

令和5年3月期種　類 令和6年3月期
時　価貸借対照表計上額 差　額 差　額貸借対照表計上額 時　価

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

 - 
11,552
11,552
1,980
56,168
58,148
69,700

 - 
11,500
11,500
2,000
57,600
59,600
71,100

 - 
52
52

△ 20
△ 1,431
△ 1,451
△ 1,399

 - 
16,985
16,985

 - 
53,000
53,000
69,985

 - 
17,042
17,042

 - 
51,967
51,967
69,010

 - 
56
56
 - 

△ 1,032
△ 1,032
△ 975

（単位：百万円）

１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券です。

（注）

社債
その他
小　計
社債
その他
小　計

合　計

２．満期保有目的の債券

令和5年3月期種　類 令和6年3月期
取得原価貸借対照表計上額 差　額 差　額貸借対照表計上額 取得原価

貸借対照表計上額
が 取 得 原 価 を
超 え る も の

貸借対照表計上額
が 取 得 原 価 を
超 え な い も の

6,705
48,585
5,994
23,000
19,590
16,362
71,653
4,970
67,915

 - 
16,496
51,418
79,957
152,843
224,496

7,851
48,754
6,047
23,093
19,613
17,396
74,001
4,443
67,321

 - 
16,395
50,926
73,916
145,681
219,683

1,145
168
52
93
22

1,033
2,347
△ 527
△ 593

 - 
△ 101
△ 492
△ 6,040
△ 7,161
△ 4,813

14,566
14,027
5,015
5,514
3,498
36,222
64,817
704

83,004
990

28,263
53,750
42,196
125,904
190,721

10,055
13,992
4,998
5,499
3,493
30,056
54,103
770

83,777
998

28,497
54,281
45,471
130,019
184,123

4,511
35
17
14
4

6,166
10,713
△ 66
△ 773
△ 7

△ 234
△ 531
△ 3,275
△ 4,115
6,598

（単位：百万円）

１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
２．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
３．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

（注）

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他
小　計

合　計

３．その他有価証券

該当ありません。

令和5年3月期種　類 令和6年3月期
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

63
7,277
7,341

（単位：百万円）

非 上 場 株 式
組 合 出 資 金

合　計

63
8,366
8,430

４．市場価格のない株式等及び組合出資金

金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。時価の算
定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定におけ
る優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
【主な分類商品】上場株式、国債等の、取引市場に上場されている商品等で、取引量が活発なものを分類しております。

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
【主な分類商品】地方債、社債（上場企業等）、市場における取引価格が存在せず、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対
価を求められるほどの重要な制限がなく、基準価額を時価とする投資信託、非上場であっても市場金利による割引等で時価を算定可能な商
品や、取引市場に上場されているものの取引量が活発ではない商品、観察できないインプットによる影響が一定以下の商品などを分類して
おります。

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
【主な分類商品】ユーロ円債等の、流動性が低いものや、信用スプレッドの重要性が高いものなど、算定にあたって用いる前提によって、
時価が変動しやすい商品や、観察できないインプットによる影響が一定超の商品などを分類しております。

（１）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産

（２）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
　当金庫では、時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債のうち、預け金、貸出金、預金積金については、「金融商品
の時価等に関する事項」の注記において、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を使用しているため、時価のレベルごとの内訳
の開示の対象としておりません。
　また、上記以外の時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債についても重要性が乏しいため、時価のレベルごとの内
訳の開示を省略しております。
（注）１．　当金庫では、原則「金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項」に関して、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（第5-2項）を基に、当金庫の内部管理上のレベル情報を記載しております。
　　　２．　本開示事項は会計監査の対象外となります。したがって、記載内容はあくまで内部管理に基づく定義・分類方法等によるもの

です。

（単位：百万円）令和6年3月期

※１．有価証券には、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和3年6月17日）第24-9項の基準価額
を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれておりません。第24-9項の取扱いを適用した投資信託の貸借対照表計上額は、
10,701百万円であります。

※２．デリバティブ取引は該当ございません。
※３．重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

レベル１ レベル2 合　計レベル3
時　価区　　分

有価証券
（その他保有）

有価証券
（満期保有）

金融資産計

6,005
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

 33,111 
1,374
15,270

 - 

55,763

 - 
33,777
57,248
1,873
34,859
20,514

 - 
 28,225 

 - 
 - 

1,997

121,248

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

5,005
 - 
 - 
 - 

67,013

72,018

6,005
33,777
57,248
1,873
34,859
20,514
5,005
61,337
1,374
15,270

69,010

249,030

国債
地方債
社債
　　政保債
　　金融債
　　その他社債
外国証券
投資信託
その他の証券
株式

外国証券

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編
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令和6年3月期令和5年3月期

（単位：百万円）

自己資本の充実の状況等について
1.自己資本の構成に関する事項

コア資本に係る基礎項目　（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達
手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当す
る額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額 （イ）
コア資本に係る調整項目　（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10%基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る15％基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額 （ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等　（３）
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

　自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金
庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21
号）」に基づき算出しております。
　なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

項　目

（注）

118,881
3,973

115,139
158
△72
3,542
3,542

-

-

122,424

91
-

91
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

91

122,332

821,633

-

46,639
-
-

868,273

14.08%

106,587
3,986

102,761
158
△2

3,576
3,576

-
-

-

-

110,163

66
-

66
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-

66

110,097

855,867
-
-
-

47,003
-
-

902,870

12.19%

１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破
綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本
の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

３．「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合
計額です。

４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及
びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。

５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及
び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。

６．「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる
債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。

７．「担保・保証等による回収見込額」（ｃ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能
と認められる額の合計額です。

８．「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」
中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の
私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保
証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃
貸借契約によるものに限る。）です。

（注）

役職員の報酬体系について
１．対象役員

　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤
理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務
執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職
務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で
構成されております。　

（１）報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】

　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代
会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限
度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年
数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘
案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基
本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議により決定してお
ります。　

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、
退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに
関して、主として次の事項を規程で定めております。

            ａ．決定方法　ｂ．支払手段　ｃ．支払時期

（２）令和5年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）１．　対象役員に該当する理事は１1名、監事は2名です（期中に退
任した者を含む）。

（注）２．　上記の内訳は、「基本報酬」１58百万円、「賞与」73百万
円、「退職慰労金」51百万円となっております。
　なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰
属する部分の金額（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当
年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。
　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に
繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰
労引当金の合計額です。

（注）３．　使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

（３）その他
　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、
報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は財産
の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定める
ものを定める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２２号）第２条
１項３号及び４号及び６号に該当する事項はありませんでした。

２．対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当
金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、対象役員が受ける報
酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び
財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和5年度において、対象職員等に該当する者はいません
でした。

（注）１．　対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
（注）２．　「同等額」は、令和5年度に対象役員に支払った報酬等の平均

額としております。
（注）３．　令和5年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上

の報酬等を受ける者はいませんでした。

（単位：百万円）
区　　分 支払総額
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信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況 （単位：百万円）
保全額
（b）

開示残高
（a）区　分 引当率

（d）／（a-c）
保全率

（b）／（a）担保・保証等による
回収見込額（c） 貸倒引当金（d）

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　　　　　　　計（Ａ）

正　　常　　債　　権（Ｂ）

総与信残高（A）+（B）

13,366
6,525
17,528
26,270

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

30,895
32,796
676,823
655,063
707,718
687,859

13,366
6,525
16,459
23,761

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

29,826
30,287

10,653
4,612
13,532
17,941

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

24,185
22,554

2,713
1,913
2,926
5,819

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

5,640
7,732

100.00%
100.00%
93.90%
90.45%

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

96.54%
92.35%

100.00%
100.00%
73.24%
69.88%

 - 
 - 
 - 
 - 
 - 
 - 

84.06%
75.50%

令和5年3月期
令和6年3月期
令和5年3月期
令和6年3月期
令和5年3月期
令和6年3月期
令和5年3月期
令和6年3月期
令和5年3月期
令和6年3月期
令和5年3月期
令和6年3月期
令和5年3月期
令和6年3月期
令和5年3月期
令和6年3月期

三月以上
延滞債権
貸出条件
緩和債権

資
料
編

資
料
編

資
料
編

資
料
編
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